チャランケ通信　第155号　2016年12月12日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

アニメ映画『この世界の片隅に』を観て、
　先週の日曜日、久方ぶりに札幌市内で映画を見た。アニメ映画『この世界の片隅に』である。前回観たのもアニメ映画『君の名は』だったので、2回連続アニメ映画を見ることとなった。つくづく日本のアニメ作品のレベルが高いと思う。今回の『この世界の片隅に』を見ようと思ったのは、この作品の主なる舞台が広島県の呉市で、私の生まれ故郷だったからである。『君の名は』を見た時、アニメ映画ではあるが、どの場所を描いたものかがすぐにわかるほど明瞭だったので、呉の街をどの場所からどのように描いているのか、中身以上に関心が湧いたからである。ちなみに、原作は広島出身のこうの史代さんの同名コミック(上中下・双葉社刊)で、何年か前の映画『夕凪の街、桜の国』の原作も書かれている。
　淡々と戦中・戦後の呉や広島の庶民の暮らしが訴えるもの
映画は、第二次世界大戦の戦中戦後の普通の人々の暮らしを描いたもので、主人公である北条すずさんは広島市から呉市へと嫁いでいく。一番印象的だったのは、主人公が広島から呉へ列車で嫁いで行くとき、呉線各駅の駅名が過ぎ去るうちに、やがて呉に近づく。呉の軍港が見える前に、窓をシャッターで隠すよう車掌が触れ回るシーンであった。呉海軍工廠で世界最大の戦艦大和が建造中で、工廠に勤めていた父親からこの話を聞いていたことが、映像として再現されたことに思わず思い出し納得した。ただ、この映画のなかでは、主人公のすずさんが絵が上手で、嫁いだ先の呉市内の上長ノ木町（映画で町名が出ていたので場所が直ぐ解かった）の小高い所から風景画を描いていた時、突然憲兵からスパイ容疑で拘束されてしまう場面も出てくる。戦艦大和の建艦の情報など、とっくにアメリカ側に筒抜けになっていたわけで、今考えればまことに滑稽なことなのだが、映画では当たり前のように厳しく取り調べられるシーンが映像化されている。
二度と戦争をしてはいけない事を再認識させてくれる
全体に、淡々とした調子であの壮絶な呉への空襲や、悲惨極まりない広島の原爆投下後の焼け野原が描かれているのだが、それが却って見るものに戦争の持つ悲惨さを強く感じさせてくれる。この映画は、クラウド・ファンディングによる3374人の募金約4千万円を含めて製作されたことが、エンディングの中で明らかにされる。まだ上映中のようで、上映する映画館も増え、既に30万人以上の方たちが観たという。恐らく、1度だけでなく、2度3度と見てみたくなる映画なのかもしれない。

私自身、戦争の最中に空襲警報が激しくなる直前に生まれ、戦後の焼け野原の中で幼少時代を過ごしてきただけに、アニメで描かれた呉や広島の街の情景を見ながら、二度と戦争をしてはいけないのだ、と改めて痛感した次第である。
東電委員会の福島第一原発事故の処理費用、21,5兆円へ倍増
　来年度の予算を編成するための与党による税制改正作業が終わり、次に来年度の予算編成作業が繰り広げられようとしている。そうした中で、東京電力の経営再建策を検討する有識者会議「東京電力改革・1F問題委員会」(東電委員会)が9日開催され、東電に対する提言案の骨子をまとめた記事が目に留まった。それによると、福島第一原発事故の処理費用が3年前の約11兆円からほぼ倍増の21,5兆円になるとの試算が公表されている。
　経産省が示した福島第一原発事故の処理費用の内訳は、廃炉=8兆円(13年時点の見積もりは2兆円)、賠償=7,9兆円(同5,4兆円)、除染=4兆円(同2,5兆円)、中間貯蔵=1,6兆円(同1,1兆円)となっており、廃炉費用は東電負担(?)だが、賠償費用は他の大手電力会社他、新電力にも2,400億円の負担を求める方針と言う。
原発に関係ない新電力にも、送電費用として負担を転嫁、
　果たしてこの推計値に収まるのかどうか、まことに疑問である。未だに溶け落ちた核燃料(デブリ)がどのようになっているのかさえ確定できておらず、その取り出しにかかる費用はこれまた未確定で、廃炉費用が8兆円に収まるのかどうかすら危うい。賠償費用についても国が一時的に立て替え、原発を抱える大手企業が毎年2,300億円返してきたわけで、20年で払い終え家庭や企業への電気料金の転嫁も終わるハズだったのだが、追加分の2,5兆円の多くは40年かけて送電量の利用料に上乗せする計画だ。その際、大手だけでなく新規参入した新電力からも月平均18円の追加負担を求めるとのことだ。
これでは、原発に関係しない電源を求めて新電力の利用者になった国民に対する理不尽な負担と言えないだろうか。また、発電部門のコストを送電部門に転化する裏ワザとの批判も出ている。さらに、原発はコストが安いと言われてきたのだが、廃炉費用なども含めてとてもそうは言えない事を国民は認識し始めているわけで、原発の再稼働にまい進する現政権の姿勢には、とても信頼できない事は言うまでもあるまい。
北海道新聞に3回連載された「原発会計を問う」に注目を
　さらに、経産省によって2013年、15年には原発会計の見直しが進められ、福島だけでなく全国の原発の廃炉費用が費用から原価と認められ、原価プラス適正利潤として電力料金に上乗せされることになっているのだ。もともと廃炉費用は原価にはならず、費用として計上される損失なのであり、このような基準の変更が罷り通れば、電気料金はいくらでもあげられてしまう事になる。
北海道新聞が12月2~4日にかけて連載した「原発会計を問う」という特集のなかで、元公認会計士の細野祐二氏は鋭く問題を指摘している。とくに、過去の2回の原発会計の見直しは、公認会計士の方たちによる専門的な観点からの法改正ではなく、素人同然の経済産業省の役人が勝手に省令改正で進めたため、国会でも何の審議もなく進められてきたという。
経産省の省令で、勝手に会計基準を変えることは大問題だ
同じシリーズの中で、会計学専門の立命館大学教授金森絵里さんは、道新の記者のインタビューの中で、何度も「これおかしいと思いません」と記者に問いかけてきたという。その中で金森さんは、細野さん同様、原価に算入して国民負担を増やせる費用の範囲を拡大してきた事例として、「例えば使用済み核燃料の再処理では、電力会社が事前に準備すべきお金は会計制度の変更で何度も引き下げた一方、原価算入できる費用は当初、再処理工場分だけだったのが、使用済み燃料の貯蔵や輸送の費用を加え、今はプルサーマル発電の費用も加えて」いる事を上げている。つまり、原発会計にも大きな改悪が進められ、国民の目に見えない中で実質的な負担増が進められていることに警鐘乱打されているのだ。まことにおかしなことが進められている。
与党税制改革大綱が策定されたが、あまりにも時代錯誤・無定見
さて、与党の税制改革大綱が12月8日、とり纏められた。これまで問題視してきた配偶者控除を、宮沢自民党税制調査会会長は「働き方に中立な税制を目指す」と当初強調したのだが、解散風が吹き始めるや否や、一転して専業主婦擁護に回ってしまったようだ。女性の働き方の「壁を無くす」と言う考え方に立たねばならないのに、新たな壁を作ってしまったことは間違いない。毎年のように大きな選挙があるだけに、何時になったら国民に負担を求める必要な改革ができるのか、まことに情けない。
また、前号でも指摘したように、社会保障の側では130万円の壁(一部の大企業では106万円の壁)が依然として存在しており、パート労働者の働き方の方向感が、税と社会保険料で真逆の方向へと矛盾が広がったことも見逃せない。専業主婦世帯と共働き世帯が大きく逆転し、圧倒的に共稼ぎ世帯が増えている今日、さらに、労働力不足が喧伝されているなかで、働き方を制限せざるを得なくなる制度を存続させる愚挙を取るわけで、なんとも自民党税調のあまりにも時代錯誤で定見の無さに、呆れかえる今日この頃である。
田中秀明明治大学教授vs高橋洋一嘉悦大学教授の論争について
ちょっと気になる論議が展開されている。田中秀明明治大学教授と高橋洋一嘉悦大学教授のダイヤモンドオンライン紙上での論争である。二人は、いずれも財務省出身で、いずれも理科系学部の卒業と言う点で共通している。

論争の始まりは、11月1日に書かれた田中教授の「『日本は借金が巨額でも資産があるから大丈夫』と言う虚構」に対して、3日に掲載された高橋教授の反論「日本銀行当座預金を民間銀行の『預金』と勘違いする人々へ」が出され、それに対して田中教授が25日、「埋蔵金と日銀の国債購入で日本の借金は消えるのか?高橋洋一教授に反論!」され、その反論に対する再反論「日銀当座預金に債務性はあるはずがない。田中秀明教授に再販論」が12月1日に掲載されている。そのご、お二人の論争はダイヤモンドオンライン紙上には今のところ出ておらず、このままうやむやになるのかどうか、不確定である。是非とも、論争を継続して欲しいものだ。
埋蔵金を景気対策に使うべきではない、と言う批判に答えていない高橋教授
田中教授の批判されたのは、一つは埋蔵金という資産があるのであれば、それは過去からの負債を消去すべきなのに、経済政策に使うのは筋が通らないではないか、と言う点については高橋教授は1日付の論文では反論されていない。この点は、かつて高橋教授が役人時代に「埋蔵金で債務を返済し、バランスシート(貸借対照表:以下BS)をスリム化すべきである」と正しく指摘されてきたことと異なっているではないか、と田中教授が指摘している事への高橋教授の反論が期待したいところである。
日銀当座預金は政府負債と相殺できるのか、という問題指摘への反論は
もう一つの論点である日銀の当座預金について、政府負債と相殺できるのか、と言う点について、高橋教授は別のブログ（BLOGOS、11月4日発行）で、竹中正治氏の書かれた「民間銀行の日銀当座預金残高の本質~日銀の保有国債は政府の負債と相殺して見ることができるか?~」において、田中教授と高橋教授の論稿を比較し、高橋教授の主張が妥当である、と言う結論を以て論争の本質部分はおしまいだ、とややそっけない。
ただ、竹中氏が指摘されている「日銀には金利の引き上げ幅次第で莫大なマイナス利鞘による損失が生じる」と言う点は、ミスリーディングだと批判される。というのも高橋教授は、日銀は政府の子会社なのだあり、政府全体のバランスシートで見れば何も問題ではないのだ、と竹中氏にも批判されている。
デフレからインフレになれば、2%の目標があるので大丈夫なのか
要するに高橋教授は、日銀の保有する資産が有利子債券、負債が無利子債券というのが中央銀行の基本構造であり、無利子国債は「借金」ではない、と捉えているのだ。デフレから脱却したら金利上昇が起きて、日銀の保有する国債の価値が減額するではないか、と言う点について、保有する国債の損失が国債の額面金額より小さいわけで、取るに足らない問題と捉えている。
もちろん、日銀が購入した有償還・有利子の国債が、無償還・無利子のマネタリーベースと置き換えられるわけで、それをやればインフレになることははっきりしており、そのために2%のインフレターゲットを設定しているのだ、と反論されている。

問題はそこなのだ。インフレターゲットによって2%以上に物価が上昇し始めたら当然金利の上昇を起すわけで、どんな金融政策を取るのだろうか。市場に出過ぎたマネーを吸収する必要があるわけで、売りオペによる損失は統合政府にしても大きくなるのではないか。もちろん、インフレに伴う税収の増加あるのだが、税収の増加では賄えない。もしかすると、インフレによる過去債務の削減を狙っているのだろうか。色々と疑問が出てくるのだが、先週のダイヤモンドオンラインには、二人の再反論は出ていない。
結局は、物価安定を目標にするなら日銀券は負債性あり、なのか
これで終わりなのかな、と思っていたら、日本経済新聞の9日付「大機小機」に「日銀券は日銀の債務か」という(山河)氏によるコラムが掲載されていた。結論として、「日銀が物価安定を目標とする限り、日銀券には負債性が存在する」とある。それが妥当だと思うのだが、どうだろうか。
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